
 

●世界の防衛費 9％増、過去最高 ロシアの脅威に

対抗、英戦略研  

英国のシンクタンク、国際戦略研究所（ロンドン）

は 13日、世界の軍事情勢を分析した報告書「ミリタ

リー・バランス」の 2024年版を公表した。 

それによるとロシアの脅威に対抗するため、北大

西洋条約機構（NATO）が防衛費を拡大した。 

23年の世界の防衛費は前年比 9％増の約 2兆 2

千億ドル（約 328兆円）

に上り、過去最高を記

録した。 

 ロシアのウクライナ全

面侵攻から 2年経過し  実戦演習に参加したロシア軍の戦車 

だが、ロシアは戦力の大規模な損失が続き、侵攻開

始時に所有していた規模とほぼ同じ約 3千両の主力

戦車を失ったと分析。しかし、この先約 3年は戦力が

維持できるとの見方を示した。  ウクライナも戦力

損失に苦慮しているが、西側の軍事支援で兵器の

量を維持している。ロシア黒海艦隊に対する水上ド

ローン攻撃など独自に開発したシステムも導入、技

術を向上させているという。  報告書は、この 1年で

法に基づく国際秩序への脅威が高まり、各国が国防

計画の見直しを迫られていると指摘。 

またイスラエル軍とイスラム組織ハマスの戦闘な

ど、世界の安全保障環境が悪化しているとした。 

 

●トランプ氏「金払わねば守らない」 対 NATOで自

説再び強調 

 トランプ前米大統領は 14日、南部サウスカロライ

ナ州で演説し、北大西洋条約機構（NATO）加盟国に

対する防衛義務について「金を払わなければ守らな

い」と持論を繰り返した。 

 トランプ氏は先に、加盟国が軍事費を十分支出し

なければ「ロシアの好きなようにさせる」と発言し、波

紋を広げたばかり。  また、米国の対外軍事支援に

ついて「貸し付けの形にせよ」と主張。「返済できるな

らしてもらうし、できないならしなくてもいいが、なぜ

ただで渡さなければならないのか」と述べた。  

 トランプ氏が米国大統領に就任したら世界は壊滅

的な打撃を受ける可能性があろう。特に米国は西側

諸国のリーダーとしての役割を果たすことができず、

世界の安全保障環境は最悪の状態となろう。 

 

●ウクライナをめぐる西側の諸国の支援の低下 

 ロシアがウクライナ侵攻を開始してから２月２４日で丸２年

となる。民間人を含めて多大な死傷者を出した２１世紀の戦

争は、支援国も間接的に巻き込んで長期化し、国際社会で

は「停戦論」も議論されるようになった。しかし、当事国の双

方はこう着状態の中で一歩も引かない構えで、戦火がやむ

気配はない。 

ロシアのショイグ国防相は２０日、双方が両岸で

にらみ合うドニエプル川で、ウクライナ軍が橋頭堡

（きょうとうほ）とした東岸の一部を、ロシア軍が奪い

返したとも報告。昨年６月からのウクライナ軍の反転

攻勢に終止符を打ったという認識を示した。 

 プーチン政権は長期戦と経済回復をにらんで軍需

産業をフル稼働させ、イランや北朝鮮からも兵器・弾

薬供給を受けたとされる。一方のウクライナは、西側

諸国の支援の先細りに危機感を抱く。ゼレンスキー

大統領は１９日、ロシア軍が再占領を狙って攻撃を

強化する北東部ハリコフ州クピャンスクで部隊を激

励。２４日には、先進７カ国（Ｇ７）のオンライン首脳

会議で支援継続を強く訴える見通しだ。 

 ただ、勇ましく響く「戦争継続」は双方の政府の論

理。両国民とも長期戦に疲れが見え、ウクライナで

は追加動員法案を巡って紛糾したほか、ロシアでは

交代要員が来ずに帰還できない予備役の妻らが、

事実上の反戦運動を始めた。 

 「ウクライナの勝利を信じる欧州連合（ＥＵ）市民は

わずか１０％」。２１日の英紙ガーディアン（電子版）
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が伝えたＥＵ加盟１２カ国を対象とした世論調査では、

２年間の侵攻を見詰めた上での「支援疲れ」が浮き

彫りとなった。ロシアが勝つという回答は２０％。「妥

協による解決」を予想する人が３７％と最多だ。 

 こうした世論の変化を背景に、プーチン政権は昨

年暮れごろから「停戦交渉の用意」を再び持ち出し

ているが、ウクライナと支援国の結束にくさびを打つ

心理戦を展開しているもよう。プーチン氏は最近、今

年の米大統領選を意識して米テレビの元看板司会

者のインタビューに応じた。「本当に戦いを止めたい

のなら、（米国は）武器供給をやめる必要がある。す

べては数週間以内に終わる」と持論を述べた。 

 下図はウクライナとロシアの両軍の戦力比である。

西側からの支援が細る中でウクライナの戦力の枯

渇が懸念される。 

 

 

●外国人労働者数が初の 200万人超え～厚生労

働省のまとめより 

国内で働く外国人は昨年 10月末時点で前年と比

べ 12.4％増えて、204万 8,675人に上り、平成 25年

から 11年連続で過去最多を更新しました。外国人

労働者の増加率はコロナ禍前の水準にまで回復し

ています。また、比較可能な平成 20年以降、200万

人を超えるのは初めてである。 

◆外国人労働者数は過去最高を更新 

外国人労働者数は 204万 8,675人で、前年比で 22

万 5,950人増加し、届出が義務化された平成 19年

以降、過去最高を更新しました。対前年増加率は

12.4％と、前年の 5.5％から 6.9ポイント上昇した。 

◆外国人を雇用する事業所数も過去最高を更新 

外国人を雇用する事業所数は 31万 8,775所で、前

年比 1万 9,985所増加し、届出の義務化以降、こち

らも過去最高を更新しています。対前年増加率は

6.7％と、前年の 4.8％から 1.9 ポイントになった。 

 

◆国籍別では、ベトナムが昨年同様に最多 

国籍別では、ベトナムが最も多く 51万 8,364人で、

外国人労働者数全体の 25.3％を占めています。次

いで中国 39万 7,918人（全体の 19.4％）、フィリピン

22万 6,846人（全体の 11.1％）の順となっている。 

対前年増加率が高かったのは、インドネシア（56.0％

増）、次いでミャンマー（49.9％増）、ネパール（23.2％

増）の順となっている。 

◆在留資格別では、「専門的・技術的分野の在留資

格」が前年比最多の増加率 

在留資格別では、「専門的・技術的分野の在留資格」

が対前年増加率として最も大きく 59万 5,904人で、

前年比 11万 5,955人（24.2％）の増加、次いで「技能

実習」が 41万 2,501人で、前年比６万 9,247人

（20.2％）増加、「資格外活動」が 35万 2,581人で、前

年比２万 1,671人（6.5%）の増加した。 

 

●日本に住む外国人数：国籍別ランキング 

2022年末時点で「日本に住む外国人の人数」は、

全国で約 307.5万人（短期滞在等を除く）。 

前年の 2021年末時点と比べて、約 31.5万人増加し

ている。 

(1) 中国 ７４４，５５１人 （構成比 ２５. １％）

 （+  ３. ９％） 

(2) ベトナム ４７６，３４６人（構成比 １６. １％）

 （+ １０. ０％） 

(3) 韓国 ４１２，３４０人 （構成比 １３. ９％）

 （+  ０. ６％） 

(4) フィリピン ２９１，０６６人（構成比  ９. ８％）

 （+  ５. ２％） 

(5) ブラジル ２０７，０８１人 （構成比  ７. ０％）

 （+  １. １％） 

(6) ネパール １２５，７９８人 （構成比  ４. ２％）

 （+ ２９. ５％） 

(7) インドネシア ８３，１６９人（構成比  ２. ８％）

 （+ ３９. ０％） 

(8) 米国 ５７，２９９人 （構成比  １. ９％）

 （+  ５. ８％） 

(9) タイ ５４，６１８人 （構成比  １. ８％）

 （+  ８. ５％） 
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(10) 台湾 ５４，２１３人 （構成比  １. ８％）

 （+  ５. ９％） 

在留外国人はどこまで増えるのだろう。 


